
 

 

PMI 日本支部旅費規程 

 

第１章 総 則 

第１条 本規程は、一般社団法人 PMI 日本支部の役員、職員およびこれに準ずる者が、

PMI 日本支部(以下、支部という)の業務のために移動（出張および通勤を含

む）する場合の旅費に関し必要な事項を定める。 

第２条 用語の定義 

① 旅費には、以下に示す通勤費、交通費、出張旅費が含まれる。 

② 通勤費 

PMI 日本支部職員が日常の通勤に要する費用 

③ 交通費 

交通機関に支払う利用料。運賃、特急料金、指定席料金、空港使用料、燃油サー

チャージ、施設使用料、出入国税、旅客保安サービス料、これらに課される税金

など。 

④ 出張 

通常の勤務先または自宅より１００キロメートル以上離れた地に移動して支部の

業務を遂行すること 

⑤ 出張旅費 

出張に際して必要となる費用であり、以下に分類される 

(1) 交通費 

(2) 宿泊費 

(3) 日当（付則で定める） 

(4) 諸実費 

⑥ 事前申請 

支部の業務のために移動を要する場合に、予めその目的、経路、費用に関する計

画を示して承認権限者から支部業務のために移動する許可を得ること 

⑦ 承認権限者 

本規程および支部の規程類に基づき、出張の目的、経路、費用に関する計画を出

張の合理性および経済性の観点から審査し、出張の許可を与える者 

(1) 事務局員の出張  ： 事務局長 



 

 

(2) 事務局長の出張  ： 会長または副会長 

(3) 理事の出張   ： 会長または副会長 

(4) 会長、副会長の出張 ： 理事会から一任を受けた理事 

(5) 支部会員   ： 対象業務を所掌する委員長または理事 

(6) 非支部会員   ： 要請する担当理事または財務担当理事 

第３条 出張を行う者は事前申請を行い、承認権限者の許可を得る。出張に該当しない

移動の場合であっても以下の場合は事前申請を必要とする。 

(1) 宿泊の必要があるとき 

(2) 特急券など、運賃以外の交通費があるとき 

第４条 旅費の事前申請では、業務目的遂行に必要な通常の経路および方法により交通

費、宿泊費、その他必要となる費用を計算し、合理性および経済性を示す客観

的資料を添付しなければならない。 

2. 新幹線その他の特急列車を利用する場合は、普通車指定席を通常利用できる

ものとし、その料金を支給対象とする。 

3. 大幅な旅程時間の短縮や宿泊日数の削減など合理的な理由がある場合は航空

機を利用できる。 

第５条 旅費精算に際しては、交通費、宿泊費、その他必要となった費用の支払いを証す

る書類を添付する。 

2. バスや鉄道など公共交通機関による近距離移動の運賃については支払いを証

する書類の添付を不要とする。 

3. 航空機利用の精算に際しては、航空会社の搭乗記録または搭乗券のコピーを

添付することとする。 

4. 業務上の必要性、その他やむを得ない事情がある場合は、承認権限者が必要

と認めた実費を支給する。 

 

第２章 通勤費 

第６条 職員、契約職員が自宅から PMI 日本支部の事務所に出勤するための交通費を支

給する。月に 24 回以上同一経路を利用する場合は定期代を支給する。 

 

第 3 章 近地交通費 



 

 

第７条 PMI 日本支部の役員、職員、契約職員、支部会員、および支部が要請した非支

部会員が、支部業務のために片道 100 キロメートル未満の移動を行った場合、

交通費を支給する。 

第８条 近地交通費は、事前申請を不要とし、事後 1 か月以内に立替金精算書で請求す

る。ただし、第 3 条の規定に該当する場合は事前申請を行わなければならな

い。 

第９条 同一の支部業務に従事する多数の者に近地交通費を支給する必要が生じた場合、

事務処理作業を軽減するために、付則で定める一律の金額を支給してもよい。 

 

第４章 出張旅費 

第１０条 PMI 日本支部の役員、職員、契約職員、支部会員、および支部が要請した非支

部会員が、支部が認めた業務で出張を行う場合、事前申請に基づいて出張旅費

を支給する 

第１１条 支部業務に伴う移動について、日帰りによる往復移動が業務遂行上、または安

全衛生上不適当であると認められる場合に限り、宿泊することができる。宿泊

の必要性は、事前申請に基づき以下の条件に照らして判断し、承認権限者が決

定する。 

(1) 講演など業務実施時間が固定されており、交通機関の遅延リスクや不測の

事態を回避する必要があるとき 

(2) 早朝の出発または深夜におよぶ帰宅となる移動が必要となり、出張者の移

動安全の確保、または心身の健康管理の観点から宿泊が相当と認められる

とき 

(3) 総費用の抑制や業務効率の向上につながると認められるとき 

第１２条 出張旅費については、第 4 条に定める資料を添付する。 

第１３条 宿泊先は目的地まで概ね 30 分以内で到達可能な経済的な料金の宿泊施設から

選択する。 

第１４条 出張により通常勤務地を離れることで生じる飲食費の超過負担分、ならびに領

収書の徴収が困難な諸雑費を、定額にて実費弁償するために日当を支給する。 

2. 日当の支給対象となる出張日数は「泊数＋１」とするが、宿泊の有無を問

わず、出張日の翌日午前５時を経過した時点で１泊と見なす。 



 

 

第１５条 出張途上で業務遂行のために発生する費用については、支払いを証する書類に

基づき実費を支給する。ただし、日当で補給される飲食費や洗濯代など日常生

活の維持に必要な費用は実費精算の対象としない。 

 

第５章 海外出張 

第１６条 出張期間は、目的の催事や事業の開催日の前日に現地に到着し、閉幕日の翌日

に現地を出発する旅程までとする。宿泊期間は、目的の催事や事業の開催日前

日から閉幕日までとする。 

第１７条 海外旅行保険は、救援者費用及び健康障害の補償を目的とし、携行品/手荷物

の被害、旅行遅延に対する補償は含めない。 

2. 旅行遅延によって追加で必要となった交通費、宿泊費その他承認権限者が

必要と認める費用は、支払いを証する書類に基づいて実費を支給する。 

第１８条 出張者は、現地の治安情報の収集に努め、安全に留意し、適切な交通手段や移

動時間帯を選択するものとする。 

 

第６章 出張旅費の精算 

第１９条 出張旅費は、出張終了日の翌日より起算して１ヶ月以内に精算しなければなら

ない。精算には、費目ごとの支払いを証する書類を添付しなければならない。 

第２０条 出張先またはＰＭＩ日本支部の事情、または個人の不可抗力により、出張が取

り消しとなった場合、速やかに予約を取り消した上で、発生する取消料、変更

手数料、返金されない予約時決済その他承認権限者が必要と認める費用は、支

払いを証する書類に基づいて実費を支給する。 

 

第７章 客観的資料 

第２１条 第 4 条の客観的資料とは以下のものをいう。 

(1)  交通費が合理的かつ経済的な経路であることを示すには、広く利用されている経

路検索アプリの出力結果を添付することとする。 

(2)  宿泊先が合理的かつ経済的な料金であることを示すには、広く利用されている旅

行予約サイトの出力結果を添付することとする。ただし、出張先が指定または推



 

 

奨する宿泊先を利用する場合、出張先が指定または推奨する宿泊先リストの中か

ら経済的な料金の宿泊先を選択することができる。 

 

第８章 特例規定 

第２２条 研究会活動など会員の自発的な自己研鑽活動に対しては旅費を支給しない。 

 

第９章 その他 

第２３条 特定の催事または支部活動にかかわる旅費については、第８章の規定に依ら

ず、企画段階で旅費支給の対象、支給方法、および旅費承認権者を決定し、予

算を確保することができる。予算内の旅費支出については、各催事の旅費承認

権者が承認する。 

第２４条 上記規程外の事象・費用が発生する場合は、承認権限者の承認を得るものとす

る。 

第２５条 本規程の改廃は、理事会の承認により決定する。 

第２６条 この規程は、2026 年 10 月 1 日から有効とする。 

 

付則 

１．同一支部業務に従事する多数の者に支給する近地交通費は以下の通りとする。 

 首都圏近郊：1,500 円 

２．出張における日当は以下の通りとする。 

  国内出張： 出張の旅程１日につき 2,000 円 

  海外出張： 出張の旅程１日につき 5,000 円 

 

改定履歴 

全面改定：2024 年 6 日 1 日 

全面改定の背景 

前規程の「PMI 日本支部旅費規程」では、旅費のみが規定されており、交通費について

の規程がなかった。対象者は役員、職員、契約職員に限られ、支部会員、および支部が要

請した非支部会員についての規定がなかった。旅費・交通費の具体的な妥当額の根拠が規



 

 

定されていなかった。また、宿泊費も一律に規定され、時季や地域差との乖離が顕在化し

ていた。そこで、これらの課題を今回の規程に反映させるため全面改定した。 

 

2024 年 12 月 20 日 第 5 条に出張先が指定または推奨する宿泊先がある場合を追加 

 

2026 年 10 月 1 日改定 

 支部業務のために必要な旅費を支給することとし、事務局員のみならず、役員（理

事、監事）、会員を旅費（日当を含む）の支給対象とする 

 主要な定義や方針を冒頭で明文化し、併せて重要な判断基準を明確化する 

 イベントや活動の内容に応じて適切な旅費支給ができるように、企画・計画段階での

予算確保の手続きを明示する 

 事務処理効率化の観点から首都圏在住者交通費の定額支給が選択可能であることを明

文化する 

 その他、生成 AI との対話による細部の表現の校正、論理的整合性の確保を実施した 


